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告　　　　示

○愛媛県告示第904号
　漁業法（昭和24年法律第267号）第16条第５項の規定に基づき、
くろまぐろ（小型魚）に関する令和７管理年度における知事管理漁
獲可能量（令和７年７月愛媛県告示第692号）を次のとおり変更し
た。
　　令和７年10月14日
� 愛媛県知事　中　村　時　広

知事管理区分 知事管理漁獲可能量
変更前 変更後

愛媛県くろまぐろ（小型魚）
漁業 ４月から６月まで 0.2トン 0.2トン

７月から９月まで 15.8トン 1.8トン

10月から12月まで 1.0トン 15.0トン

１月から３月まで 3.0トン 3.0トン

総計 20.0トン 20.0トン

○愛媛県告示第905号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第46条第２項の規定により、指定障害福祉サー
ビス事業者から次のとおり指定障害福祉サービス事業を廃止する旨の届出があった。
　　令和７年10月14日
� 愛媛県南予地方局長　大　﨑　陳　洋

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者 指定障害福祉

サービスの種類
廃止に係る指定障害福祉サービス事業所 廃　　止

年　月　日氏名又は名称 主たる事務所
の　所　在　地 代表者の氏名 名　　　　　称 所　　在　　地

3813600180 株式会社フォレストケ
ア

愛媛県喜多郡内子町内
子716番地 森　本　誌　朗 居宅介護 訪問介護センターやす

らぎ
愛媛県喜多郡内子町内
子716番地

令和７年
９月30日

3813600180 株式会社フォレストケ
ア

愛媛県喜多郡内子町内
子716番地 森　本　誌　朗 同行援護 訪問介護センターやす

らぎ
愛媛県喜多郡内子町内
子716番地

令和７年
９月30日

○愛媛県告示第906号
　介護保険法（平成９年法律第123号）第75条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止
する旨の届出があった。
　　令和７年10月14日
� 愛媛県南予地方局長　大　﨑　陳　洋
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指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃 止 年 月 日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社フォレストケア 訪問介護センターやすらぎ 愛媛県喜多郡内子町内子716番地 令和７年９月30日 訪問介護

一般社団法人のんびり家 訪問介護事業所　のんびり家 愛媛県西予市宇和町野田45番地 令和７年９月30日 訪問介護

○愛媛県告示第907号
　身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。
　　令和７年10月14日
� 愛媛県知事　中　村　時　広

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診 療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

肢体不自由、ぼうこう又は直腸
・小腸・肝臓機能障害� 外 科 市 立 宇 和 島 病 院 友　松　宗　史 宇和島市御殿町１番１号 令和

７年10月１日

○愛媛県告示第908号
　身体障害者福祉法施行令（昭和25年政令第78号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。
　　令和７年10月14日
� 愛媛県知事　中　村　時　広

診断した身体障害の種類 診療科名 病　院　又　は
診 療 所 の名称 医　師　氏　名 同 左 所 在 地 届出年月日

肢 体 不 自 由 外 科 吉 松 外 科 胃 腸 科 吉　松　泰　彦 新居浜市田所町３番５号 令和
７年９月４日

視 覚 障 害 眼 科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院� 池　川　和加子 東温市志津川 令和

７年９月19日

公営企業公告

○公　告
　次のとおり一般競争入札に付する。
　　令和７年10月14日
� 愛媛県公営企業管理者　東　野　政　隆
１　入札に付する事項
　⑴　件名
　　　一般Ｘ線撮影間接変換型ＦＰＤ装置システムの購入
　⑵　購入物品名及び数量
　　　一般Ｘ線撮影間接変換型ＦＰＤ装置システム　１式
　　　（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）
　⑶　購入物品の内容等
　　　入札説明書等による。
　⑷　納入期限
　　　令和８年１月30日（金）
　⑸　納入場所
　　　愛媛県南宇和郡愛南町城辺甲2433番地１
　　　愛媛県立南宇和病院
　⑹　入札方法
　　ア　この公告の入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負

等編）に定義するシステム（以下「電子入札システム」とい
う。）による。ただし、愛媛県電子入札運用基準（製造の請
負等編）７⑴又は⑵の規定により紙入札による参加承諾を受

けた者にあっては、紙入札を行うことができる。
　　イ　入札金額は、購入予定物品の総額とすること。
　　　　また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の10パーセントに相当する額を加算した金額（当該
金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨
てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者
は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に
相当する金額を入札書に記載すること。

２　入札に参加する者に必要な資格
　　知事の審査を受け、令和５年度から令和７年度までの製造の請
負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業
者で、次の事項に該当するもの

　⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規
定に該当しない者であること。

　⑵　開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に
ない者であること。

　⑶　公告で示す物品を納入期限内に確実に納入できることを証明
した者であること。

　⑷　法令等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要があ
る場合にあっては、その許認可等に基づく営業であることを証
明した者であること。

３　入札書の提出場所等
　⑴　入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先
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　　　愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係
　　　〒790－0012
　　　愛媛県松山市湊町四丁目４番地１伊予鉄本社ビル２Ｆ
　　　電話番号　（089）912－1000　内線4623
　　　　　又は　（089）912－2794
　⑵　入札書の受領期限
　　　11月25日（火）午前９時から同月27日（木）午後１時29分ま

で
　⑶　入札説明書の交付方法
　　　愛媛県ホームページ（https://www.pref.ehime.jp/）でダウ

ンロード又は⑴に掲げる場所で交付する。
　⑷　開札の日時及び場所
　　　令和７年11月27日（木）午後１時30分
　　　愛媛県松山市湊町四丁目４番地１
　　　伊予鉄本社ビル５Ｆ　会議室
４　その他
　⑴　入札及び契約手続において使用する言語及び通貨
　　　日本語及び日本国通貨
　⑵　入札保証金
　　　愛媛県公営企業会計規程（昭和46年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第176条において例によることとされる愛媛県会計規
則（昭和45年愛媛県規則第18号）第135条から第137条までの規
定による。

　⑶　入札者に要求される事項
　　　この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基
づき11月10日（月）午後５時00分までに提出しなければならな
い。

　　　なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関し説明
を求められた場合は、これに応じなければならない。

　⑷　入札の無効
　　　２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効
とする。

　⑸　契約書作成の要否
　　　要
　⑹　落札者の決定方法
　　　この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業管理者

が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第176条
において例によることとされる愛媛県会計規則第133条の規定
に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも
って有効な入札を行ったものを落札者とする。

　⑺　その他
　　ア　入札書の提出方法
　　　　電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。
　　　　紙入札による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に

限る。）により３⑴に掲げる場所に提出すること。
　　イ　詳細は、入札説明書による。
５　Summary
　⑴　Nature and quantity of the product to be purchased: 

General x-ray equipment and indirect conversation FPD 
system, 1 set

　⑵　Time limit of tender: 1:29 p.m., 27 November 2025
　⑶　For further information, please contact: Property 

Management Section, General Affairs Division, Public 
Enterprise Management Bureau, Iyotetsuhonsya Bldg. 2F 
4-4-1 Minatomachi, Matsuyama, Ehime 790-0012 Japan.

　　TEL 089-912-2794


